
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）１１月２７日 滋賀県 甲賀市 



意思決定支援を含む権利擁護を進めるための中核機関雄役割と実務研修
甲賀市『身寄り問題と権利擁護支援』

身寄りのない方の支援を地域で支える

全国権利擁護支援ネットワーク
共同代表

一般社団法人 萩長門成年後見
センター代表理事

萩・山口法律事務所

弁護士 山口 正之

令和６年１１月２７日（水）

１４：１０～１５：００
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「身寄り問題」とは？

『身寄り』問題とは・・・

「家族・親族による支援」が存在することを前
提に構築されている社会において、支援してく
れる家族等がいない人すなわち『身寄り』がな
い人が例外として扱われ、様々な社会サービス
から排除され、その尊厳を損なわれるという問
題です。



「身寄り問題」とは？

具体的には・・・

〇居住・入院・施設入所・就労等における保証人

の問題

〇契約や医療決定等の意思決定に関する問題

〇身の回りのことや金銭管理といった日常生活支

援に関する問題

〇葬儀・火葬・埋葬・遺品整理などの死後対応の

問題

など



「身寄り問題」への対応方針

『身寄り』問題は、これまでどおり「家族・親族に
よる支援」があることがあたり前とされている中で、
「家族・親族による支援」を受けられない人が増え
てきていることによって生じています。
すなわち、『身寄り』問題を解決するためには、こ
れまで家族等がすることとされていた様々な支援を
社会が分担する必要があります。
そこで、『身寄り』がない人の支援にあたっては、
本人、地域住民、支援者、事業者、行政等がチーム
となり、本人の意思を尊重しつつ、「役割分担」を
行ったうえで対応することを基本とします。



「身寄り問題」への対応方針

〇超高齢化社会の到来、少子化、核家族化、地方から都
市部への人口移動の常態化等により、

いまや『身寄り』がないことはまったく特別なことでは
なく「スタンダード」なことです。

〇これまで『身寄り』がないことは例外的な事例として
扱われてきたために、『身寄り』がない人が様々な困難
を抱えることとなりました。

〇支援者や事業者も『身寄り』がないことを例外として
扱ってきたために、『身寄り』問題が大きな問題である
と気づきつつも、『身寄り』がない人に対する支援につ
いて事例やノウハウの蓄積がなされてきませんでした。

〇これからは、『身寄り』がないことは例外ではなく
「スタンダード」であるとの共通認識のもと、『身寄
り』問題に取り組む必要があります。



「身寄り問題」への対応方針

『身寄り』がない人は『身寄り』がないために保証人
を確保できず住居の確保が困難になったり、自らの死
後の対応を行うものがおらず不安を抱えています。

⇓

〇本人、地域住民、支援者、事業者、行政等がチーム
となり、本人の意思を尊重しつつ、「役割分担」を
行ったうえで対応

〇『身寄り』がないことは例外ではなく「スタンダー
ド」であるとの共通認識のもと、『身寄り』問題に取
り組む



「身寄り」がない人の尊厳と平等を守る

『身寄り』の有無にかかわらず人はその尊厳が守
られ誰しも平等が保証されていなければなりませ
ん。しかし、『身寄り』がないことで不利益な扱
いを受けその尊厳が損なわれる場合があります。

例えば、住宅への入居を拒否される事例、医療同
意を行うものがいないために適切な医療を受けら
れない事例、施設への入所を認められない事例等
が報告されています。

『身寄り』がない人の尊厳と平等を守り、『身寄
り』問題に取り組む必要があります。



「身寄り問題」の解決に向けて
（権利擁護支援ネットワークの構築）

『身寄り』問題とは、家族による支援があること
が前提として構築される社会システムの中で、さ
らには、連帯保証・身元引受等の人的担保が必要
とされる慣習のために、『身寄り』がない、もし
くは『身寄り』に頼ることのできない人、『身寄
り』に頼ることを望まない人が、「家族による支
援」がないことにより、居住・医療・介護・就労
当の

いのちとくらしに関わる重要な場面で   排除 され
ているという課題であり、

「権利擁護支援」の課題ととらえることができる。



「身寄り問題」の解決に向けて
（権利擁護支援ネットワークの構築）

身寄り問題の解決に向けては、『身寄り』の有無
にかかわらず、誰もが、居住・医療・介護・就労
等から排除されず、地域で安心して「本人らしい
生活」を営める地域社会を目指すべきです。

⇒地域で『身寄り』問題に取り組むにあたっては、
地域の実態調査等により『身寄り』の課題を明ら
かにすることや、地域の関係機関で『身寄り」問
題について協議する場を設け、課題の共有を図る
こと、地域でガイドラインを作成し、関係機関の
マニュアルづくりを後押しすること等、様々なア
プローチが考えられます。



「身寄り問題」の解決に向けて
（権利擁護支援ネットワークの構築）

⇒地域づくり

⇒『身寄り』の有る無しにかかわらず住みよい地域

を目指す

【国の制度や枠組みの利用も検討】
※「地域共生社会」の実現に向けた包括的な支援体制の構築

※「地域共生社会」の実現に向けた重層的支援体制整備事業

の実施について





「地域共生社会」の実現に向けた包括的な支援体制の構築について
令和５年８月３日(木) 令和５年度保健師中央会議 資料７
厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域共生社会推進室 





身元保証人は必要か？
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入院・入所の場面



令和4年3月29日、総務省関東管区行政評価局
高齢者の身元保証に関する調査（行政相談契機） －入院、入所の支援事例を中心として－ 

結果報告書 



令和4年3月29日、総務省関東管区行政評価局
高齢者の身元保証に関する調査（行政相談契機） －入院、入所の支援事例を中心として－ 

結果報告書 

・病院については、医師は正当の事由がなければ診療を
断ってはならない（医師法第19条第1項）という「応召義
務」があり、厚生労働省は「身元保証人等がいないこと
のみを理由に患者の入院を断ることは医師法に抵触す
る」と通知（平成３０年４月２７日通知）。

・しかし、実態としては、多くの病院で身元保証人を求
めている。

・調査では、「病院・施設の９割以上が、入院・入所の
希望者に身元保証人を求めている」ことが分かった。







入所・入院サポート
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・入所・入院サポート事業
（四日市市社協）

・くらし安心サポート事業
（知多地域権利擁護支援センター）



入所・入院サポート事業（四日市市社協）





地域生活の場面

身元保証人は必要か？
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身寄りがないことにより起こり得る問題

（１）生活の不安・生活上の困りごと

①地域で孤立している・相談できる人がいない

②経済的に苦しくて生活に困っている

③賃貸借住宅への入居

（２）身体の不安・理解や判断する力が衰えたとき

①預貯金の払戻しや公共料金等の支払いなど金銭管理

②福祉サービスの利用契約やケアプランの同意等

③急な体調不良や救急搬送のとき

（３）災害への備え

①災害への備え

②起きたときの対処（緊急連絡先など）



身寄りがないことにより起こり得る問題

（４）入院や入所に関する支援と手続

①緊急連絡先、身元保証人を求められた

②医療や福祉サービスの契約・手続が必要

③物品の準備・購入など身の回りの支援が必要

④入院費や施設利用料の支払い

⑤入院計画書やケアプラン等の同意

⑥退院、退所支援や居室の明渡し

⑦医療行為（手術・延命治療など）の同意

（５）ご葬儀の不安

①葬儀等に関すること

②遺体・遺品の引き取り、その他の死後事務



居 住 支 援
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・居住サポート住宅
・居住支援協議会
・令和2年2月20日付通知
・居住支援協議会
・居住支援法人

・入居保証支援（長野県社協）
・入居債務保証支援事業
（島根県社協）
・入居支援保証人代行事業
（日之影町社協）

・住まいに関するあらゆる支援
（社会福祉法人こうほうえん）



令和２年２月20日付国住備第130号国土交通省住宅局住宅整備総合課長通知





日常金銭管理
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・高齢者あんしんサポート事業
（松江市社協）

・持続可能な権利擁護支援モデル
事業（簡易な金銭管理）山口市

・日常生活安心サポート事業
（萩市社協）



高齢者あんしんサポート事業（松江市社協）





死 後 事 務
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・ずっとあんしん安らか事業
（福岡市社協）

・これからあんしんサポート
事業（高知市社協）

・なごやかエンディング
サポート事業（名古屋市社協）





解決策



～身寄りのない方の支援を地域で支える～













死後事務（行政の責任）

•市町村が『身寄り』のない人の死に対する責任を
持つということを明言すれば、入院や入所の際に、
病院や施設が『身寄り』のない人を排除すること
なく安心して受け入れることができるようになる
ことにもつながると考えられる

•『身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定 
が困難な人への支援に関するガイドライン』では、
「親族等がいない場合の遺体・遺品の引き取り・
葬儀等については市町村が行うこととなります」
と示されている



亡くなった人が一人暮らしであれば、不動産の所有者（家
主・地主）や不動産管理者が死亡届出義務者となります。
老人ホームで亡くなった場合、老人ホームの管理者が死亡
届出義務者に該当します。
入院先の病院で亡くなると私立・公立を問わず、死亡届の
届出義務者となります。
元配偶者や知人・友人では、どれだけ親しくとも死亡届の
届出人になれません。

誰も死亡届を出さない場合は、市区町村長に死亡記載を促すことが可能
です。市区町村長は死亡を確認すると、職権で死亡事項を記載します。



身寄り問題（まとめ）

『身寄り』問題は困難？

①人生の全般に関わってくる（入院・入所の場面だけでな

く、地域での生活の場面、死後の場面など）

②たとえば協力的な子がひとりいるだけでほとんどの問題

が解決することがある一方で、このような『身寄り』が

いないことで、解決困難な様々な問題が生じ得る

③そして、それらの問題・課題に対応する支援者や解決す

る方法等が、問題・課題ごとに個々に違ってくる

④加えて、病院や施設、事業所等の「相手方」がいる場合

には、いくら本人を支援、エンパワメントしてもそれだ

けでは問題の解決に至らない場合がある

⇒これらの要因が、身寄り問題の解決を複雑・困難にしている



身寄り問題（まとめ）

•「権利擁護支援」の課題と捉える

↓

•身寄り問題を地域福祉の課題として受け止める

↓

•身寄り問題をジャンル化するのでなく、個々の問
題を個々の地域福祉の課題として受け止める

↓

•地域社会で受け止める

↓

•チームで受け止め、チームで役割分担



身寄り問題（まとめ）

•現場では『身寄り』問題に対応する制度や社会
資源の創設が強く望まれている

↓

•既に全国には限定的ではあるが、『身寄り』問
題に取り組む行政・団体があり、これらのピー
スを組み合わせることで『身寄り』問題につい
て一定の解決を図り得る

↓

•『身寄り』がある、ないに関わらず、平等に尊
厳を持って生活していくことのできる地域社会
を構築していくこと、地域全体で取り組むいわ
ゆる「地域づくり」を推進



『権利擁護支援』とは、地域共生社会の実現を目
指す包括的な支援体制における本人を中心とした
支援・活動の共通基盤であり、意思決定支援等に
よる権利行使の支援や、虐待対応や財産上の不当
取引への対応における権利侵害からの回復支援を
主要な手段として、支 援を必要とする人が地域
社会に参加し、共に自立した生活を送るという目 
的を実現するための支援活動

「自立」＝自己決定

★着がえや食事、仕事、経済
的な自立など１人でなんでも
できることではありません。

★自分がどこで誰とどのよう
に生きていくのか、必要な支
援をうけながら自分で自分の
ことを決めることです。



ご清聴ありがとうございました

～身寄りのない方の支援を地域で支える～



当法人の居住支援に関する活動報告（途中経過）

Keyword

＃ 1980年代に建設された大型福祉施設の再活用

＃ 居住支援と居住継続支援（住まいのマネジメント）

＃ 誰もが住み続けられるまち 守山

＃ まちにひらかれた福祉施設

2024年11月27日

社会福祉法人慈惠会

廣田岳尚
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【はじめに】私たちについて ー自己紹介ー

2

法人名 社会福祉法人慈惠会（じえいかい）

設 立 昭和60年12月

所在地 滋賀県守山市洲本町１番地

ﾊﾟｰﾊﾟｽ くらしをよくする、まちをやさしくする。

法人概要



立地条件・周辺環境について ーわたしたちのご近所さんー

C

1

2

3 4

5

1 ゆいの里（高齢者施設等）

2 守山学園（児童養護施設等）

4 守山北高等学校（県立高校）

地元自治会（笠原町）

3 蛍の里（障害者施設等）

4

5

＃守山市洲本町・笠原町
市街地から7kmほど離れた市街化調整区域エリア
交通手段はおもに「車」「バス」

＃1980‘S頃からある市内の福祉ゾーン
福祉施設・学校の４施設で構成

＃自治会エリアは近年、地区計画の区域に指定
され、新興住宅が増加中
地縁のない子育て世代が多数流入



3 4

5
6

1

【はじめに】私たちのいるところ ー敷地内の環境ー

1 ２F 特別養護老人ホーム（多床室）

１F 在宅介護サービス
法人本部

22 特別養護老人ホーム（個室）

3 地域交流ホーム

4 ケアハウス（軽費老人ホーム）

5 グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

＃敷地内に複数の事業所があり多数のエリアが存在
多様な高齢者の住まいを運営

＃2023.7頃
①から特別養護老人ホームが移転し、約1,500㎡が空っぽに

＃この機会を活かし、既存の施設や場所の再活用を検討中

再活用 検討エリア 4

6 企業主導型保育所



【きっかけ】築3７年経過 特別養護老人ホーム どうする？

建替えする 建替えしないvs

ユニット型
（個室）

従来型
（多床室）

vs

既存棟を残す
（一部移転）

vs既存棟を取り壊す
（全部移転）

約１０年前～ 設備の老朽化・1人当たりの生活空間の狭さ等から、建て替えに関する話題が出始める

2019年8月～ 特養建替えプロジェクトにて課題であった建て替えに関する協議を本格開始

選択①

選択②

選択③

5



【きっかけ】特養移転後の跡地 1,585㎡（約495坪） 何に・どう使う？

どこかの誰かと手を組んでやれないか、、、しかし、他人のふんどしで相撲を取ることは
難しそうだ （補助金が残存、市街化調整区域）

2021年3月 既存建物活用プロジェクトを発足させ、特養移転後の再活用に関する協議を開始

最初、わたしたちが考えたこと

建物を残すと決めたからには1日でも長く使いたい（使い倒したい）

とはいえ、、、アイデアもない。
まずは、「今」まちの中で起こっている困り事に目を向けてみよう！

いちど役目を終えた建物だからこそできることがあるんじゃないか

建物を維持していくには費用も必要
法人存続のため 法人内の他事業との“つながり”は欠かせない

できれば、これまでの経験を活かし、建物（ハード）だけでなく支援（ソフト）も組み合わせるよ
うなものはないか

6



◦住まいの確保に本当に苦労しています。近年、増加傾向にあると感じます。

◦解決の糸口がなく、頼れる先もないんです。

◦生活の基盤が整わず、介護が必要な状態でもサービスの利用にはつながりません。

◦介護が必要でも施設には入れません。

◦公営住宅って案外ハードルが高いんです。

◦生活が落ち着くまでの数週間住むところがいるんです。でもないんです。

◦本人だけでなくご近所も困り果てています。

◦本人は何とかできたとしても、同居の家族にもいろいろ問題あって心配なんです（多問題）

介護事業者（わたしたち）が見てるまちの景色ってごく一部。
わたしたちはまちのこと、ぜんぜんわかってない。
そして、わたしたちの強みであると思っていた多様なすまいって…実はスキマだらけなんだ。

2021年５月～ “居住支援”に関する情報収集や検討を開始

【きっかけ】ヒントは…圏域の地域包括支援支援センターから寄せられる毎月の報告から

7



【データ】 まちの住まいに関する現状について①

8

現時点では、守山市をはじめとした県南部は転入者の多い比較的若くて元気なまち。
一方で、家族のカタチは全国同様で急速に変化してきている。（１人または２人世帯の増加）
高齢者の増加についてもこれから波がくるみたい。

増①守山市の人口（推計含む） 変
②守山市の家族のカタチ

【守山市人口ビジョン（R2 改訂版)】



【データ】 まちの住まいに関する現状について②

9

身寄りやお金のない単身者／高齢者など（いわゆる住宅確保要配慮者）にとって、県南部は「住み続けることが
難しいまち」になっているのかもしれない。
そして、その流れは今後ますます加速する可能性がある。

①県内の住宅確保要配慮者の現状

67.1

72.9

44.3

25.7

47.1

15.7

0 50 100

家賃・立地のあう物件がない

保証人確保の課題

債務保証が通らず

見守り体制が確保できず

緊急連絡先が確保できない

その他

【参考 R3年度滋賀県住宅課 アンケート調査】
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【滋賀県賃貸住宅の空き室率（H30 住宅-土地統計調査)】

②県および県南部の賃貸住宅の現状

③県および県南部の空き家の現状

少困

13.6

13

9.2
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滋賀県

草津市

守山市 少

【滋賀県賃貸住宅の空き家率（H30 住宅-土地統計調査)】

④居住支援法人の現状
少

【滋賀県HP】

５か所 不動産系 ４／福祉系 １不動産系 ４／福祉系 １不動産系 ４／福祉系 １



その１．自主勉強会 その３．事業全体の構想に関する協議や検討

その２．各関係先へのヒアリング、意見交換 等

◦国 内閣府、国土交通省、厚生労働省
◦滋賀県 健康医療福祉部、医療福祉推進課、健康福祉政策課、住宅課
◦守山市 健康福祉部、健康福祉政策課、生活支援相談課、長寿政策課、介護保険課、開発調整課、守山市長
◦野洲市 市民生活相談課、社会福祉課
◦業者 市内の建設関係、不動産関係

└ 制度についての理解を深める
└ 居住支援の実際を知る
└ 構想策定のためのネタ探し
└ 課題の共有・仲間づくり

そんなに戦略的には進められていません。どちらかというと手当たり次第な感じで。
そして、いろんな方のお力やお知恵をお借りしながら右往左往しながら進めています。

└構想内容の確認や手続き確認
└制度に関する情報収集、現在位置の確認
└進捗状況の共有
└協力者探し

└ 実現に向けた具体化のアクション
└ 法人内の合意形成、ムード作り

10

【これまで】「居住支援」に関する検討の経緯



第1回 住宅セーフティネット制度について 講師：滋賀県住宅課

滋賀県住宅課、守山市健康福祉政策課、守山市圏域地域包括支援センター、法人職員

第2回 市内で起こっている住まいに関する課題のある事例報告 スピーカー：圏域地域包括

第3回 滋賀県内の居住支援法人の取り組みから学ぶ① スピーカー：（株）クローバー様

参加：10名

参加：8名

守山市健康福祉政策課、守山市圏域地域包括支援センター、法人職員

2021.6.22

2021.８.10

2021.9.3

参加：14名

滋賀県住宅課・医療福祉推進課・健康福祉政策課、守山市健康福祉政策課・生活支援相談課、守山市圏
域地域包括支援センター、法人職員

まずは住宅セーフティネット制度を知ること、そして市内の住宅確保困難の実事例の共有から開始しました。
行政にも開催をお声掛けし、一緒に学ぶ機会を設けることができました。

第4回

2021.10.8

滋賀県内の居住支援法人の取り組みから学ぶ② スピーカー：（株）共栄サポート様 参加：8名

守山市健康福祉政策課、守山市圏域地域包括支援センター、法人職員

11

【これまで】「居住支援」 自主勉強会の取り組み①



第5回

2021.11.24

先進事例の学習、当法人で取り組むためのアイデア出し（意見交換） 参加：15名

滋賀県住宅課・医療福祉推進課、守山市健康福祉政策課・生活支援相談課、守山市圏域地域包括支
援センター、法人職員、他

第6回

2021.12.27

ゆいの里の現地見学、構想案についての意見交換 参加：8名

内閣府、滋賀県住宅課、守山市健康福祉部、草津市健康福祉部、滋賀県社会就労振興センター、法人職
員

相互学習の機会を重ね、次に自分たちで実施する場合の構想に関する意見交換等に段階を進めました。
当初、特養の再活用をメインに考えていましたが、まずは居住支援法人の開設から始めることに切り替えることにしました。

第7回

2022.7.5

住宅セーフティネット制度について②、不動産業者との意見交換 参加：15名

滋賀県住宅課、不動産業者3社、守山市基幹包括、守山市圏域地域包括支援センター、法人職員

その他

2022.8.30

県内の社会福祉法人との意見交換 参加：6名

12

社会福祉法人六心会（滋賀県東近江市）

第8回

2022.10.14

市内の実事例の共有と検討 参加：14名

滋賀県住宅課、不動産業者3社、守山市基幹包括、守山市圏域地域包括支援センター、守山市社会福祉
協議会、法人職員

【これまで】「居住支援」 自主勉強会の取り組み②



全国居住支援法人協議会 令和４年度「居住支援法人設立・運営支援アドバイス事業」採択

◦実施時期 2022年8月～2月
◦メニュー 地域ネットワーク 立ち上げ支援
◦内容 地域の関係者および全国の他団体との勉強会・研修会・活動交流会の実施

国土交通省 令和５年度「住まい・環境整備モデル事業」採択

◦実施時期 2024年4月～2025年3月
◦事業名 不良資産化した不動産活用（旧・特別養護老人ホーム）シェアハウス運営モデルの構築
◦内容 旧・特別養護老人ホームの建物の一部を再活用し、老老介護等の課題を抱える方向けの

シェアハウスへの転用についての効果検証を行う

13

【これまで】「居住支援」 自主勉強会の取り組み③



誰もが住み続けられるまち 守山

居住支援によるまちづくり

だれひとり取り残さない
守山

ひらかれた福祉施設

これからの福祉人材が集
まる守山

最期まで安心して暮らせ
る守山

あるモノ・コトの活用

旧特養だって再活用す
る守山

つながる福祉サービス

必要な人が必要な時に福祉
サービスを受けられる守山

くらしをよくする、まちをやさしくする。

どんな人にも出番と役割を

14

【これから】わたしたちが目指したいこと

居住支援をテーマに対象者と関係者を広げたい（住まいのマネジメント）

居住支援法人の開始（令和5年中）

居住確保支援＜＜居住継続支援を重点に置いた居住支援法人の仕組化
（対象を絞らない生活支援サービスの構築）

関係者のネットワーク強化
滋賀県湖南圏域居住支援法人ネットワーク 2024.4スタート

守山×ゆいの里ならではの居住支援
・最期までを見通せるような居住支援体制づくり
・市内の市街化調整区域にある空き家の活用の検討 など

1980年代の大型福祉施設の再活用に向けた新しい事業モデルを作りたい

住宅扶助程度で居住できるバリアフリー住宅として施設の一部を（仮称）ふ
くしのシェアハウスにしたい（令和8年度のうちには）

住まいの設置だけでなく、住人同士の相互扶助や周辺施設や地域とのつ
ながりや出番づくりにつながるひらかれた環境をつくりたい
KEY:はたらく、つながる、くらしつづける

関係者を増やすことこそが、これからの法人の持続可能性が高まる（はず）
利用者不足、職員(多様な働き手)不足、地域とのつながり不足の解消に



くらしをよくする、まちをやさしくする。

15

【これから】実現するために 課題たち

０．既存建物の財産処分 できるのか！？

2023.3末 無事手続き完了

１．資金調達 できるのか！？ ＊R5年度国交省住まい環境モデル事業の事業育成型に再エントリー予定

（仮称）ふくしシェアハウスの設置とその周辺環境の再整備費用が必要

２．市街化調整区域で住まいの設置 できるのか！？

☐実施形態を探る必要あり（都市計画法のルールと継続性のある運営方法）

３．全体構想の具体化 できるのか！？

☐まずは居住支援法人のネットワーク化・実践・仕組化から（特に債務保証や退去時支援）

☐私たちの力だけではなかなか進められない 仲間づくりを並行して進めたい



くらしをよくする、まちをやさしくする。

16

【ゴールイメージ】 できたらええな こんな場所

ひろがり、つながり続ける
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・市街地の住民さん
・近所こどもや高校生
・高齢者
・管理人

共同農園＋運動場
多世代交流の場に

・近所のこども
・高校生
・高齢者
・管理人

無料WIFI×漫画×駄菓子
子どもの居場所に

・近所のこども
・高校生
・高齢者

福祉施設そのものを
学びの場に



身寄りのない人に対する権利擁護支援

～その人らしい暮らしの実現を目指して～

1

社会福祉法人名古屋市社会福祉協議会 権利擁護推進部

名古屋市成年後見あんしんセンター
マスコットキャラクター こっけん

名古屋市社会福祉協議会
マスコットキャラクター な～や



行政区 16区 小学校区 267学区

人口 2,331,264人（1,174,484世帯）

人口・世帯数は令和6年10月1日推計人口、高齢化率は同公募人口による
要介護認定率は令和6年10月末現在、各障害者手帳所持者数は令和4年3月末現在の数値を掲載

名古屋市の概況

地域包括支援センター 45ヶ所（分室含む）

障害者基幹相談支援センター 20ヶ所（サテライト含む）

高齢化率 25.0%

要介護認定率 21.1％

愛護手帳 20,379人

精神障害者保健福祉手帳 33,913人

2



市・区社会福祉協議会（中核機関等を含む）への相談から…

3

◆ 友達はいるが、自分が亡くなった後のことを頼める人が
いない。

◆ 一人暮らしで身寄りがない。年は取っているが、まだ元
気なので介護認定もない。今後のことを考えると心配な
ので後見人をつけたい。

◆ 親、きょうだい、子がいない。身元保証が必要と聞いた。
身元保証を公的にしてくれるところはあるか。

◆ 医師から余命宣告をされたが、病院からは身元保証人が
いないと入院できないと言われた。

◆ 就職を機に転入して以降、ずっと一人で生活してきた。
自分が亡くなって、誰かに迷惑をかけることが気がかり。

名古屋市で起こっていること



4

身寄りがないことでどのように困っているのか？

勝手に代行しても
良いのか？

お金の支払い
ができない

そもそも「いわゆる身元保証人（団体）」で対応ができるのか？
誰かに任せるのではなく、地域（制度、社会資源、ネットワーク
の組み合わせ）で支えられないか？

・金融機関まで本人が
行けない

・手続きができない

・キーパーソンや親族
・本人の意思、気持ち

・契約ができない
・意思決定ができない

・どのようしたら良いか
わからない

・経験がなく不安なので
断る

・ちょっと手間や時間を
かければできるけど…

・他の支援者の協力を
得られない

判断能力・意思能
力の低下

対応方法が
わからない

権限がない
手続きできない

情報がない
(引継がれない)

人員・組織の
体制がない



5

課題に対する検討と社会福祉協議会の関わり

意思・権利が守られない

居住支援 身寄りのない人の権利
擁護支援の推進

死後事務支援

住まいの確保
が難しい

身元保証人が
いない

緊急連絡先が
ない

亡くなった後
のことが心配

平成30年から社協内横断
のワーキングチーム検討

令和3年から市権利擁護
支援協議会で検討

平成29年から市居住支援
協議会で検討



6

市区社会福祉協議会としての総合力の発揮
地域の関係者との協働

自立相談支援
中核機関・法人後見

重層的支援体制整備事業
小地域福祉活動の支援

社会福祉協議会としての資源（強み）を活かす

東山霊安殿の管理

※引き取り手のない遺骨を安置
（昭和38年12月～）



7

身寄りがない方への支援イメージ

居住支援コーディネート
事業

居住支援

居住支援法人業務

住まいの確保
が困難

（住宅確保要
配慮者）

身寄りがない

死後に各種届出
や手続きを行う
親族等がいない

入居支援や大家支援として、死後事務、
家財処分、見守り、安否確認 等

地域福祉活動支援

権利擁護支援
相談支援

権利擁護支援協議会
（中核機関業務）

死後に関する相談

死後事務委任契約・支援支援

居住に関する相談

社会への発信・啓発

課題と対応策の蓄積

死後事務

なごやかエンディング
サポート事業

あんしんエンディング
サポート事業（市事業）

身寄りのない人の権利
擁護支援ガイドライン 重層的支援体制整備

事業

死後が心配な入居者や居住
支援相談者からの相談



名古屋市権利擁護支援協議会による検討

身元保証人等の不在によって不利益が生じているのではないか？

身元保証人等がいないことで入院先・入所先が制限される、また本人が
望む治療やケアが受けられないことは、誰にも平等にあるべき権利が保
障されていないことにほかならない

介護・福祉施設への入所や医療機関への入院、賃貸住宅入居時に求め
られることの多い身元保証人等の不在の問題は誰にでも起こり得る

身元保証に関する問題を地域課題として捉え、身元保証人等
が不在であっても、権利が擁護され、本人らしい生活を実現
できる仕組みづくりが必要

令和3～4年度に権利擁護支援協議会のもとに身元保証問題
検討部会を設けて、課題や対応策について集中的に協議

8



身元保証人等に求められる役割（機能）

① サービス等利用契約、ケアプラン・支援計画・診療計画
への同意

② 利用料や医療費の支払い等金銭管理

③ 必要物品の購入に関する事実行為

④ 医療機関の受診同行、入院時の手続き、医療同意の支援

⑤ 居室等の明け渡しや退所・退院支援

⑥ 遺体・遺品の引き取り、葬儀・納骨等の死後事務

※「緊急連絡先」としての役割は①～⑥それぞれの役割に含む

9

福祉施設、医療機関、相談支援機関を対象とした実態調査
（令和3年12月～令和4年1月）の結果から身元保証人等に
期待される役割を６機能に整理



身元保証人等に求められる役割のイメージ（機能）

10

身元保証人
身元引受人

緊急連絡先

支払い
(金銭管理)

日用品購入
等その他 死後の対応

医療同意の支援

何かあった場合の連絡先は？

日常の利用料や医療費の
支払いはどうするの？

手術・輸血等の同意は
誰がしてくれるの？
延命治療はどこまです
るのか？

遺体の引き取り、居室の整理は？
最終の医療費や利用料の支払いは？

往診では対応困難な治療は
誰が連れて行ってくの？

支援計画等への
同意・契約

受診同行

介護サービス等の
同意や契約は？

日用品の購入は誰が
やってくれるの？



◆ 入所・入院時に用いる「契約書（申込書・同意書等）」に
本人の署名欄とは別に本人以外の署名を求めているか

（施設・医療機関 n501）

◆ 身元保証人等が不在の場合に入所・入院を拒まれたことが
あるか

（相談支援機関 n465）

本人以外の署名を求めている 458ヶ所（91.4%）

入所・入院を拒まれたことがある 226ヶ所（48.6%）

（参考）身元保証人等に関する実態調査の結果

（詳細な調査結果はガイドラインP5～13に掲載）
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◆ 身元保証人等が不在の場合、入所・入院の取扱いはどのよ
うにしているか

（施設・医療機関 n458）

身元保証人等の署名がなくとも、
そのまま入所・入院を受け入れる

（参考）身元保証人等に関する実態調査の結果

（詳細な調査結果はガイドラインP5～13に掲載）
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85ヶ所（17.0%）

311ヶ所（62.0%）

条件付きで受け入れる、または身元
保証人等の署名がないままで入所・
入院は受け入れていない

受け入れの条件として、身元保証団体と契約してもらう（79件 
59.1%）、成年後見制度の申立て（72件 56.7%）、区役所・
保健センターに相談する（62件 48.8%）等の回答がみられた。



ガイドラインの策定

（令和5年4月発行）
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身寄りのない人の権利擁護支援に関するガイドライン

～地域でくらすための入所・入院等のそなえ～

「入院や入所ため」ではなく
本人の意思に基づいて

「地域での暮らしを支える」
という思いが込められている



ガイドラインにおける対応の考え方

身元保証（機能）を本人を中心としたチームで支える

14

身寄りのない人の定義

◆ 親族が全く存在しない人

◆ 親族がいても疎遠な人

◆ 入所・入院時に身元保証人等に求められている役割を
6つの機能に分解して対応を考える

◆ 意思決定支援の考え方を基盤として、本人を含めた
チームで、本人の判断能力や後見人等の有無に応じた
対応

◆ ツールとして「私の気持ち応援シート」の活用を提示



私の気持ち応援シート                                              

  あなたの万一に備えて、必要と思われる支援内容に応じ、支援者とともに担うことを想定するためのシートです（身元保証人等に求められる

役割を分けて整理しています）。あなたを含めた支援者のチームで協議した上で作成し、支援者と共有してください。 

私の困り事 支援内容 支援方法・担当者など 今後の準備 

① 福祉に関するサービス

等の利用手続き 

各種利用契約、介護・福祉サービス、

診療計画の説明を聞き、本人の意思

に基づき署名を行います。 

 

 

連絡先： 

 

② 料金の支払いやお金の

管理 

本人の預貯金等から利用料や医療費

の支払いを行います。 

 

 

連絡先： 

 

③ 施設や病院で必要な物

品の準備 

施設入所・病院入院中の際に必要な

物品の購入や準備に協力します。 

 

 

連絡先： 

 

④ 病院受診や入院・手術等

するときの手続き 

医療機関の受診が必要になった場合

の同行、入院等の手続き、本人の医

療同意（対応の協議）に協力します。 

 

 

連絡先： 

 

 

エンディングノート： あり ・ なし 

⑤ 退所や退院の手続き 施設・病院の居室の明け渡しや退所・

退院先の確保に協力します。 

 

連絡先： 

 

⑥ 亡くなった後の手続き 万一亡くなられた際の遺体・遺品の引

き取り、葬儀・納骨等のための連絡調

整などに協力します。 

 

 

連絡先： 

 

確認・共有事項 

（私の想いなど） 

 

入所・入院時など必要に応じて、関係機関に本シートが情報提供されることに同意します。 

作成年月日 ２０  年   月   日（次回見直し時期：         ） 本人署名                 
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本人を含めた支援者による協議

「私の気持ち応援シート」の活用

本人の状況・意思の確認と共有

16

◆ 本人を中心として相談支援機関や支援者で話し合いながら、
役割ごとに支援方法や担当者、連絡先をシートにまとめる

◆ 在宅生活をしているうち（相談支援機関が関わる時）から、
本人の意思、タイミング、ペースを尊重しながら作成する

◆ 本人の判断能力や「今できること」、将来の意向を確認

◆ インフォーマルな関係を含めて、本人を支えてくれる
（本人が支えてほしい）人等を把握

◆ 支援者や環境が変化しても本人の気持ちを引き継いでいく
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モデル実施の取り組みから

地域包括支援センターを中心にモデル実施（令和5年度～）

「私の気持ち応援シート」を活用していくため、本人や
関係する支援者でチーム会議を開催

◆ 制度的な支援以外の支援者や協力者について、明確にして
共有することができたので、普段の支援にも役立つ。

◆ 聞きずらいお金のことや延命治療への考えについて聞く
ことができ、医療関係者とも共有できたことは良かった。

◆ 業務ではあまり触れない死後のことやお墓のことについて
も共有できた。

◆ 支援者や協力者が業務や関係性の枠広げて支援することは
負担を強いることにもなるので、場合によっては拒絶が起
きるかもしれないと思う。



対象要件
なごやか

エンディングサポート事業
（名古屋市社協）令和3年2月

名古屋市あんしん
エンディングサポート事業

（名古屋市）令和4年10月

居住 名古屋市在住（住民票があること）

年齢 65歳以上

直系卑属 直系卑属（子・孫など）がいないこと ※例外あり※

同居者の有無

同居者がいても可
但し、以下の条件を満たす必要があり
・全員が65歳以上であること
・全員が本事業と契約締結すること

・原則、一人暮らしに限る

・死後の手続きを行ってくれる
親族がいないことも要件

※例外※ 同居者・直系卑属がいる場合であっても、認知症、障害等の事情で
『能力的に申込者の死後事務等を行うことが困難』な状況の場合は、
申込を受け付ける場合もある（ただし審査があります）

所得・財産
制限なし

（原則、詳細は伺いません）

市民税非課税 かつ
預貯金1000万円以下 かつ

不動産（自宅除く）を所有していない

生活保護 生活保護でないこと

エンディングサポート事業の概要
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※なごやかエンディングサポート事業は令和6年７月から新規受付を休止しております。



サービス
内容

なごやか
エンディングサポート事業
（名古屋市社協）

名古屋市あんしん
エンディングサポート事業

（名古屋市）

葬儀・納骨

葬儀 業者選び・内容 自由 協力葬儀社 から 選択

納骨 納骨場所選び 自由 葬儀社提携の 寺院 から選択

行政官庁等への
各種届出 ○

死後の債務支払 実施
（原則、預託金21万円の範囲内）

× 行いません
※ 遺言執行人が行う

※賃貸住宅の場合

明け渡しに伴う
諸手続 ○

残存家財処分 業者選びは自由  協力処分業者 から 選択

原状回復 ○ × 行いません
※ 遺言執行人が行う

その他 入退院時等支援サービス(有償) × 提供していません

エンディングサポート事業の概要
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なごやか
エンディングサポート事業
（名古屋市社協）

名古屋市あんしん
エンディングサポート事業

（名古屋市）

預
託
金

葬儀・納骨 見積額＋10%(物価上昇見込） 25万円 ※収骨しない場合は22万円

死後の債務支払 21万円（定額） 預託しない

※賃貸住宅の場合 見積額＋18万円＋10%(物価上昇見込） 見積額

残存家財処分 希望する業者の見積額 協力家財処分業者から選択し見積した額

原状回復 18万円(定額)※敷金ある場合その分控除 預託しない

執行費 (報酬) 上記預託金合計の10％＋税 預託しない

利用料等
契約時費用   ： 16,500円/初回のみ
年間利用料  ： 11,000円/毎年度

預託しない

弁護士費用
遺言作成支援：165,000円  (税込)

遺言執行費(死後負担)：財産による
遺言作成支援： 財産による
遺言執行費  ：  (死後負担)

公証役場手数料等 財産・遺言内容による
自筆証書(法務局手数料):3,900円
(公正証書：財産・遺言内容による)

預託金が余る・不足 遺言執行人と相談

【参考】利用に必要な預託金・費用
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死後事務支援の事例

認知症の進行に合わせた支援

◆ 90歳代

◆ 財産はあるが、身寄りはなく、ケアマネジャーから
相談が入る

◆ 本人との面談や説明を重ねて、なごやかエンディング
サポート事業を契約

◆ 判断能力の低下に合わせ、成年後見制度を申立て

身寄りもなく誰も頼れない人への支援

◆ 90歳代

◆ 自分が死んだ後に迷惑をかけたくない

◆ 身元保証団体を探したが、費用が高く利用できない

◆ 民生委員から「市あんしんエンディングサポート事業」
のパンフレットをもらい、利用申込をして契約



ご静聴、ありがとうございました。

こっけん な～や



全国権利擁護支援ネットワーク研修会

「身寄り問題と権利擁護支援」

シンポジウム

「身寄り問題の現場から」
NPO法人ぱんじー

甲賀・湖南権利擁護支援センター

所長 桐高 とよみ



NPO法人ぱんじー（甲賀・湖南権利擁護支援センター）の紹介

平成25年10月 NPO法人甲賀・湖南成年後見センターぱんじー設立
２市から「成年後見センター運営事業」受託

令和４年４月 「権利擁護支援センター運営事業」受託
⇒中核機関の機能を担う

＜事業の４つの柱＞

事業の柱 事業内容

相談支援

⚫ 成年後見制度に限定することなく、支援者が困難と感じるケースについて
支援者と共に考える相談支援

⚫ 弁護士相談・司法書士相談
⚫ 高齢者・障がい者なんでも相談会
⚫ 成年後見制度申立支援

支援者支援
⚫ 支援者対象研修会、権利擁護支援事例検討会
⚫ 親族後見人懇談会

地域づくり
⚫ 広報・啓発（広報紙・ＨＰ・出前講座）
⚫ 市民向け権利擁護セミナー

法人後見受任
⚫ ぱんじーが成年後見人等となる。

令和6年１１月現在：７件
2

Protection【権利】

Advocacy【代弁・権利擁護】

Network【連携】

|  
Guardianship【成年後見制度】



成年後見制度

法定後見制度

ものごとを決めるのに困難があ
る人に対し、家庭裁判所により選
任された後見人等が支援をする
制度。

３つの類型（後見・保佐・補助）
がある。

任意後見制度

将来に備えて、本人が定めた任
意後見人と契約を結び、判断能
力が不十分になった時、その契約
にしたがって任意後見人が代理
人となる制度。

公正証書で契約をしておく。
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【行政・包括から】

・「身寄りなし」なので、後見人が必要です。

【病院より】

・医療同意をしてくれる人がいません。後見人が必要です。

・（ご本人が）亡くなった後、連絡するところがない。後見人が必要です。

【施設・福祉サービス事業所より】

・緊急連絡先がないので契約できません。後見人が選任されたら契約します。

4

ぱんじーに寄せられる相談の例



ぱんじーに寄せられる相談

【高齢者ご自身・障がいのある子の親御さんより】

・身寄りがなくいざという時頼れる人がいない

・病気になっても保証人がいないから入院できない。

・身寄りがないわけではないが、頼りたくない。



ぱんじー側の違和感

•身寄りがないから後見人？？

•保証人がいないから入院できない？？

•緊急時に駆け付けてくれる人がいないから福祉サービスが利用でき
ない？？

そして、“後見人万能論”



事例



最期に

•制度やサービスにつなげたら終わりではない

•大事なのは「身寄り」ではなく「意思決定支援」

•身寄りがあってもなくても「自分で決めることを支援する」地域づくり

そのためには

・地域（市民、行政、医療福祉事業所）の理解

・身寄りがあることが前提の社会の仕組みを変える



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）１２月４日 山口県 萩市 



萩市社協の取組み

～自立生活安心サポート事業など～



平成１７年に１市２町４村が合併

・人 口・・・４１，８３２人（令和６年９月末）

うち６５歳以上の人口は１８，９５５人

高齢化率は４５．３％

・世帯数・・・２２，３５６世帯

萩市の概要



自立生活安心サポート事業の概要

平成１１年に誕生した地域福祉権利擁護事業（現：
日常生活自立支援事業）に該当しない高齢者や障害者
の方から身体上の理由により日常的な金銭管理を行う
ことが困難なことや日常生活で不安を感じている方か
らのニーズがあり何かできないかと検討していたとき、
山口県社協より県厚生課からモデル事業（委託事業と
して２年間）を受任しないかと相談があり受任するこ
ととなり、平成１４年に自立生活安心サポート事業を
実施する。



どのような人が利用できるの？

判断能力が十分ある高齢者や身体障害者
などで、身体上の障害などにより、日常的な
金銭管理を行うことに困難をともなう人、また
日常生活で不安を感じている方が対象。



①一人暮らしで、両膝が悪く、歩行に不安があるため、

年金等を金融機関から払い出すことや、公共料金な

どの支払いに困っている

②浪費癖があり、お金が入るとすぐに使ってしまい、月
末には生活費に困っていることを繰り返してしまう

例えば・・・



利用までの流れ

②訪 問①相 談

③審 査 ④契約・援助開始



～サービス内容～

①生活相談

②日常的な金銭管理

③書類などの預かり



①生活相談

生活相談とは・・・

 日常生活をされている中で不安に感じてい
ることに対し相談にのり安心して生活できるよ
う助言します。

安心して福祉サービスを利用できるように、
福祉サービスに関する相談に応じたり、サー
ビスの内容についてわかりやすく情報提供し
たり、利用するための手続きなどをお手伝い
します。



②日常的な金銭管理

日常的な金銭管理とは・・・

預貯金の払い出し、解約、預入れの手
続きなど、毎日の生活に必要なお金の管
理を「同行」、「代行」、「代理」によって行い
ます。



◆同行・代行・代理

同行とは・・・

利用者と一緒に金融機関へ移動し入出金を行う

代行とは・・・

  利用者の通帳と払出伝票（本人の自筆）を金融

機関に持参し、払戻しを受ける。

代理とは・・・

金融機関の払出伝票に、利用者代理人「○○市

社会福祉協議会」と記し、払い戻しを依頼する



◆具体的な支援とは・・・

・年金および福祉手当などの受領に必要な手続き

・医療費を支払う手続き

・税金、社会保険料、公共料金を支払う手続き

・日用品などの代金を支払う手続き

・生活費や上記の支払に伴う預貯金の払い出し、解約、
預入の手続き



③書類などの預かり

書類などの預かりとは・・・

利用者の大切な書類などを社会福祉
協議会が契約している金融機関の貸金庫
でお預かりします。

大切な書類などをお預かりすることにより、
紛失や盗難を未然に防ぎます。



◆お預かりできる書類とは？

１．年金証書 ２．預貯金通帳

３．土地・家屋などの権利証 ４．契約書類

５．保険証書 ６．実印・銀行印

７．その他、社会福祉協議会が適当と認めた

書類（カードを含む）

※現金や宝石等は預かれない！



★利用料

初期相談～契約を結ぶまでの間

無料

契約を結んだ後の安心サポーターの

サービス提供

１回１時間程度１，８７０円

書類等預かりサービス

  金融機関の貸し金庫料

年間１，０００円



実施体制

生活安心サポーター

推進員

安心マネージャー ←３人（本所）

←３人（地域事務所）

←福祉員など登録いただいた方３０名



運営管理体制

〇運営監視委員４名

司法書士、社会福祉士、民生委員、行政職員

〇委員の任期 ２年

〇委員の業務

①契約内容の審査

②事業運営に対する調査及び助言



利用状況と推移
（令和6年10月末時点）

⚫日常生活不安の方 １８名

⚫身体的理由の方  ５名

⚫日常生活不安と身体的理由の方 ３名

年度 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

相談
件数

19 12 12 11 11 9 10 14 36

利用
者数

3 11 10 31 32 27 19 18 21 27 34 34

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

相談
件数

28 16 25 21 26 93 2,388 1,219 1,614 817 179

利用
者数

37 41 46 43 42 52 54 43 40 32 26



まとめ

本事業を利用された方が住み慣れた地域で安心して生活を送る
ことができ、自立することができました。
利用中に判断能力が低下した方には日常生活自立支援事業へ
移行や、場合によっては成年後見制度へ繋げました。
本人や家族から感謝の言葉も聞け、本事業が必要とされている
と感じています。今後も、関係機関と連携し利用者に寄り添った
支援をしていきたいです。

日常生活自立支援事業とは違い契約締結までが早く、支援が迅
速に行えるため関係機関より身寄りがなく入院費の支払ができな
く困っている方や終末期を迎えておられる方への事業利用を求め
られることが多く対応に苦慮しています。



住みたい地域で 誰もが 安心して

心豊かに その人らしく 暮らし続けること

のできる 地域づくり をめざして



山口市の地域福祉における「身
寄りのない方」の課題及びその
取り組みについて
～日常生活自立支援事業及び法人後見制度の利用者を通して～



本日の内容

１ 権利擁護支援に関わる山口市の概要

２ 日常生活自立支援事業の概要

４ 「地域福祉」における身寄りがない方の課題

３ 取り組み事例（日自２件、つながらなかった相談）

５ 持続可能な権利擁護モデル事業について

６ まとめと今後の課題



山口市における 権利擁護支援にかかわる
基礎情報について

項目 数値 （R６．３．３１現在）

①人口 １８６，０８８人

②面積 １，０２３㎢

③高齢者人口（高齢化率） ５６，５９４人（３０．４％）

④ひとり暮らし高齢者数 ６，９２５人

⑤療育手帳 １，７１３人

⑥精神保健福祉手帳保持者 ２，１９０人

⑦成年後見制度利用者数 ４１１人 （R６.６.２７現在）
（内後見３２１人 保佐６７人 補助２０人 任意３人）

⑧日常生活自立支援事業利用者数 １６０人
（内認知４２人 知的４９人 精神５６人 その他１３人）

⑨認知症自立度Ⅱ以上 ６，６６８人（R５.３.３１現在）

⑩地域包括支援センター数 １０か所（９つの日常生活圏域＋基幹型（市））



身寄りのない方とは…

〇「身寄りがない方」は、家族や親族がいない方

〇家族や親族がいても何らかの事情により、支援が受け
られない方（関係性及び障がいの有無、県外・市外在
住）を含む



参考：令和５年度専門員実践力強化研修会資料
社会福祉法人全国社会福祉協議会



参考：令和５年度専門員実践力強化研修会資料
社会福祉法人全国社会福祉協議会（一部改正）

1,870円）



日常生活自立支援事業 取り組み事例
〇Aさん

７０代 女性 在宅ひとり暮らし 生活保護受
給中 日自利用者 精神疾患あり。

・隣市に姉と子どもはいるが、関係が悪く、関
わりには拒否的。直接話をすることも難しい。

・地域住民との関係性もよくないため、地域行
事等への参加もない。

・アパートの大家から本人に関する居住トラブ
ルの相談が本会ないし市地域福祉課に入る。

・本人は電話ももたず、自宅にいないことが多
いため、何かのトラブルや解決すべき問題がで
ても話がすすまないことが多い。

・市地域福祉と協働して、意思決定支援や事実
行為を可能な範囲で対応している状況。

〇Bさん

４０代 男性 在宅ひとり暮らし。日自利用者
精神疾患あり。

・県外に母と妹家族はいるが、母は精神疾患で入
院中のため、連絡がつかない。妹とはラインでつ
ながっているが、相談事がある時には返事がない
ことが多いので、結局本人が決めることが多い。

・地域住民との関係は悪くはなく、見かければ挨
拶はする。自治会費も納めてはいる。

・就労継続B型作業所や訪問看護の利用もあり、
サービスの受け入れは悪くない。

・何か手続きごとがある際には自分で行うが、う
まくいかないと不穏になり、頻回に連絡してくる。

・相談はよくあるが、結局、意思決定等は自分で
行っている。何らかの意思決定支援や事実行為の
支援があれば、問題なく、生活できる。

・今後、母に何かあった際の対応に不安がある。



日常生活自立支援事業及び法人後見
相談対応事例

〇Cさん

５０代 女性 在宅ひとり暮らし。本人の父親か
ら本会に日自利用についての相談はあるが、現時点
ではいずれのサービスにもつながっていない。

・精神疾患があり、他者と関係性を築くことが困難
だが、本人は障がい受容ができておらず、「自分は
病気ではない」と言われる。

・本人から本会や市障がい福祉課へ再々電話が入る。
内容は病院やドクターについて非難、場合により本
会や市への非難もある。

・父親としては親亡き後の不安と本人の他者非難に
より、両親以外の家族や親族からは縁を切られてい
るため、ゆるくでもよいので、地域や何らかの支援
機関と本人がつながってほしいとの意向はある。

〇Dさん

６０代 男性 在宅ひとり暮らし。精神疾患あり。
元日自利用者。１０年以上前に当時二人暮らしだっ
た母親の金搾取の疑いがあり、母子で日自の利用に
つながるが、母親が他界した後に自己都合で解約と
なる。

・その後もギャンブル等でお金が無くなると本会へ
貸付の相談が入る。その他、様々な支援機関にも同
様の相談が頻回に入り、関係機関からなんらかの金
銭管理が必要とのことで再び本会に日自の相談が入
る。

・本人が過去の利用の中で日自の利用を望まれてい
ないことや主治医によると本人の浪費やギャンブル
については判断能力の低下ではなく、性格によるも
のと判断されているため、再度の利用にはつながっ
ていない。

・地域包括支援センターが地域ケア会議を開催し、
関係者含めて、協議したが、有効な解決策はみいだ
せていない状況。



相談はあったが、対応できなかった事例

 ・判断能力の低下がなく、入院等で一時的に支払い等が困難な方で、本人以外の通帳管理
を希望されている方

（本人夫婦以外に身寄りがいないため…）

 ・進行性の難病の方。判断能力の低下は今時点ではみられないが、将来的に意思確認が困
難になる可能性が高い…

（同居家族はいるが、高齢等を理由に将来的に支援が困難になる）

 ・かかわったばかりで状況をよく把握していないが、金銭管理ができていないようだ…。

（親族はいるが、健康不安があり、支援が困難）

 ・後見の申し立てをする予定だが、そのつなぎとして、暫定的にサービス利用できないか
…。（本人は認知症。血のつながった親族がいないため、支援がのぞめない） 等々



日常生活自立支援事業及び法人後見受任時
に感じる「地域福祉」における課題

〇地域住民との「身寄りがない人」の課題に対する認識
の差が大きい。「家族の問題」として、片づけられてし
まい、関係性を構築するのが難しく、本人も望まない場
合がある。
〇元々、地域住民との関係性がよくない方や関係性がな
かった方も少なくない。

〇日自は事業でできること以上の役割を関係者等に求め
られる。「金銭管理」ができる事業は限られており、選
択肢が少ない。本人にとってはサービスを選べない。あ
る意味仕方なく利用するものになっている。



日常生活自立支援事業の事業上の課題

〇事業でできること以上の役割を関係者等に求められる。
「金銭管理」を事業でするのは選択肢も少ない。
サービスが選べない。

〇「判断能力の低下がみられない方」や「判断能力の低
下が著しい方」は事業対象にならない。

〇支援者や関係者が本会以外にいない方への関わりが難
しい（支払いや生活上の重要事項等を決める際の意思決
定支援）。



山口市権利擁護支援モデル事業について 本事業で目指す方向性

○ 国は、第二期基本計画に基づき、権利擁護支援に係る新たな連携・協力による支援体制を構築するため、令和４年度から「持

続可能な権利擁護支援モデル事業」（自治体への補助事業）（以下「モデル事業」という。）を実施。

→新たな権利擁護支援体制のルールづくり

○ 本市では、令和５年度から、国モデル事業のテーマ②「簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取

組」に応募し、成年後見制度利用の一歩手前の人や、日常生活自立支援事業などの制度・事業の狭間にある身寄りのない人へ

の支援の課題について、多様な主体がそれぞれの特性を活かして役割分担・連携して対応する、山口市版の持続可能な権利擁

護支援の仕組み構築に取り組んでいる。

12本市が取り組む事業テーマ

国モデル事業テーマ②の実施自治体数
令和４年度：５市２町 令和６年度：７市２町
令和５年度：７市２町



山口市版モデル事業のイメージ

○ 国モデル事業の「簡易な金銭管理等を通じ、地域生活における意思決定を支援する取組」をもとに、❶本人の意思決定を支援
する（仮称）意思決定サポーター、❷金銭管理などの生活支援サービスを提供する事業者、❸サービス実施状況を監督する専
門職の３者がそれぞれの立場により、本人が有する能力を発揮し、適切なサービスを受けられる方策等を検討する。

○ 複数の関係者がセットで本人に関わることにより、不正や事業者への過度の依存等を防止する。
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本人（対象者）

複数の関係者がセットで本人に
関わることにより、不正や事業
者への過度の依存等を防止

❶ (仮称)意思決定サポー
ター

【役割】
① 訪問等により本人を見守り、本人

に必要な情報を提供し、本人の望
 む生活について一緒に考える。
② 必要に応じて本人の望む生活に向

けた支援を行う。（書類の作成・
 提出補助など）

【想定候補者】
1)対人援助に関する業務を行った
経験のある者
（日常生活自立支援事業支援員等）

2) (仮称)意思決定サポーターの担
い手養成講座を修了した者

❸ 権利擁護・金銭管理に精通した専門職等

⚫ 事業者による金銭管理等が適切に行われるように監督する。
⚫ 重大な意思決定、法的課題等について、助言や必要な支援を行う。

事業者との利用契約により
相応の利用料を負担

報告・相談
報告・相談

❷ 生活支援サービス事業者

【サービス内容】
① 簡易な日常的金銭管理

（限度額設定）

② 書類等の預かり
（対応可能な場合のみ）

【想定候補者】
1) 介護保険サービス事業者

（社会福祉法人等）
2)障害福祉サービス事業者

（社会福祉法人等）
3) 相談支援機関

必須

選択



まとめ及び今後の課題

〇「持続可能な権利擁護支援モデル事業」によって、身
寄りのない人の支援の入り口は広がる可能性がある。

〇ただ、入口ばかりを広げても、出口の仕組みや整備も
進めないと「持続可能」にはならないのではないか。

〇「持続可能な権利擁護支援モデル事業」によって、日
自の課題や制度の狭間を埋めることができ、本人の選択
肢を増やすことにもなる上、地域住民の参加が見込める
可能性もでてくる。



「成年後見制度に限らないおひとりさま支援
～互助会連動型くらしあんしんサポート事業～」

2024年 １２月 ４日

ＮＰＯ法人 知多地域権利擁護支援センター 理事長

全国権利擁護支援ネットワーク 事務局長

今井 友乃



特定非営利活動法人
知多地域権利擁護支援センター

愛知県 知多半島
４市５町（東海市、知多市、常滑
市、半田市、東浦町、阿久比町、
武豊町、美浜町、
南知多町）



知多地域
権利擁護支援センターとは



1  成年後見センターの設立と概要

NPO法人＋社会福祉協議会⇒NPO法人知多地域成年後見センター
(現在 知多地域権利擁護支援センター)

（１）特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）として
・平成19年11月 認可申請
・平成20年  1月   認証
・平成20年  2月 法人登記
・平成20年  4月   本格的に事業展開
・令和  4年  4月 知多地域権利擁護支援センターと名称変更

         同時に中核機関として設置される。

（２）財源
 ・ＮＰＯ法人としての会費      
・知多管内5市5町からの委託料 2,500万円（初年度）

2,800万円（  3年目より） 3,200万円（  5年目より）
3,900万円（  7年目より） 4,500万円（  9年目より）
5,400万円（11年目より）  ６,000万円（13年目より）
6,300万円（15年目より） 6,800万円（17年目より）
※15年目より4市5町に変更

       
    



（４）体制図

NPO法人 知多地域権利擁護支援センター

幹事市（委託料は４市5町から）
委
託
料

報
告

理事会
（運営団体、法律関係、学識経験者等）

運営適正化委員会（弁護士・司法書士など）

後見業務の適正な執行を担保する機関

家裁

法人後見

運営委員会（４市5町で組織）

（３）職員体制
○ 正規職員 8名（社会福祉士等 男4、女4）

緊急電話当番制 ２４時間、３６５日体制 一応土日祝休み、
夏、正月休暇あり、公務員並みの給与
非正規職員 ４7名配置（月１回から週５日まで）

（資格は問わず、信用性が担保できる人物）



１ 知多地域権利擁護支援センターの主な業務

（１）中核機関
・成年後見制度に関する相談、後見人支援、弁護士、司法書士

などへのケース紹介、地域連携ネットワーク整備、

権利擁護支援に関する専門相談、普及啓発

(虐待、差別、身寄り問題、成年後見人等受任候補者の推薦など)

 ・一般市民を対象とした、地域福祉やまちづくりに結びつく

人材育成

・権利擁護支援に関した研修の開催

・行政や各種福祉事業者向けの専門研修の開催

例えば

・出前講座
・行政職員研修 (成年後見制度・虐待対応研修)

毎年２回 行政職員向けの講座
（対象が、福祉課、税務課、市営住宅関係、水道課、

行政が委託している包括支援センター、
障害者相談支援センター等）



・フォーラム等の開催
成年後見講演 専門学校講師 渡邉哲雄氏
成年後見講談 講談師 神田織音氏

                  成年後見落語 落語家 桂ひな太郎氏
成年後見寸劇 当法人の関係者による劇
成年後見クイズ 関係者全員

・成年後見サポーター研修講座、権利擁護サポーター講座
ろうスクール、専門支援員養成講座、事業者セミナー等
数多くの研修・講座を開催

・年間相談件数 828件

（２）法人後見

・多問題家族、虐待、生活困窮者世帯などの

処遇困難者を対象とした受任(知多半島のセーフティネット)



法人後見受任の現状
 ・受任件数（令和6年3月末現在）※( )内は死亡者を含む総数

後見類型… 341件（810件）
保佐類型… 218件（384件）
補助類型… 55件（   93件）

後    見 保  佐 補 助

合
計

認
知
症

知 
的

精 
神

そ 
の 
他

計

認

知

症

知 
的

精 
神

そ
の
他

計

認
知
症

知 
的

精 
神

そ
の
他

計

在
宅

47 40 14 0 103 47 43 37 2 129 11 11 10 2 34 266

病
院

・

施
設

107 61 43 15 238 28 27 28 6 89 4 6 6 5 21 348

合
計

154 107 63 17 341 75 70 65 8 218 15 17 16 7 55 614



◎ 知多地域権利擁護支援センター職員が
知多４市５町で各種の委員を務める

・障害者地域自立支援協議会
・虐待防止連絡協議会
・地域福祉計画策定委員
・障害者福祉計画策定委員

これらの、委員会に関わることで
地域に権利擁護の意識を根付かせる
きっかけになる。    



知多半島

ろうスクール
2019 in 美浜





ライフエンディング支援機関
（コーディネート機能、伴走型支援、意思決定支援等）

日常生活支援
（緊急時の対応、買い物、病
院の付き添いなど）

身元保証
（入院・入所手続き、緊急
連絡先など）

死後事務
（遺体の引き取り、火葬、
借家の原状回復など）

• 身寄りのない単身高齢者が、人生の最終段階で必要となりうる「日常生活支
援」「身元保証」「死後事務」などを、人生の最期まで責任をもってコーディネ
ートをして伴走する機関ーライフエンディング支援機関ーの構築を考える。

互助会連動型くらしあんしんサポート事業発想のきっかけ



• 日本福祉大学

• ニッセイ財団

プロジェクト

• 藤森教授(みずほ総研
で研究中)

• 行政参加

• センター参加の必要性
を唱える

• 知多地域権利擁護支援

センター

• 仕事の中から、「おひとり
様」の問題解決を探る

• 行政から「おひとり様」相談
を受けている

アプローチ

協働プロジェクト開始
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成年後見制度の国の動向 

・成年後見利用促進法

平成２８年４月５日成立、５月１３日施行

利用促進を図るために内閣府に「成年後見

制度利用促進会議（議長・内閣総理大臣）」
が設けられた。

・成年後見利用促進基本計画

平成２９年３月２４日 閣議決定

計画策定について各都道府県知事宛てに

通知がでた。



知多地域での取り組み

第1期知多地域成年後見制度利用促進計画
「権利擁護支援」をさらに充実させ、住み慣れた地域で支え合いながら、
地域を共に創っていく地域共生社会の実現を目指すため、成年後見制度の
利用の促進に関する法律に基づき、第１期知多地域成年後見制度利用促進
計画を策定した。

知多地域権利擁護支援センタ
ーが行ってきた実践から今後こ
の地域に必要であることを計画

立てて行います
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ライフエンディング（おひとりさま）支援事業

◆起きている課題を地域に発信し、知ってもらう
◆先進地の取り組みから、この地域で何ができるかを考える仲間を増やす17



ここに互助会が入ってる意味

• 先進地 視察

北九州 抱樸(ホームレス)
鹿児島 つながる鹿児島(生活保護)

・お互いに支え合う

エンパワメント

孤立防止、生きがい、自分らしく

このプロジェクトを誰と考えるか？

センター職員・包括支援センター職員・障害者相談
支援センター職員・行政マン・大学の研究者

地域で考える



互助会形成のための事業
 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参加申込》 
受付期間 令和 4年 2月 14日（月）まで（定員には限りがあります） 

申込方法 参加者氏名・連絡先（電話・FAX・e-mail等）を下記申込先にお申込ください 

申込・問合 特定非営利活動法人 知多地域成年後見センター（知多市緑町 32番地の 6） 
電話：0562－39－2663 FAX：0562-39-2667 e-mail：chita-koken@ma.medias.ne.jp 

 

パソコン、スマートフォンからお申込みの場合は 

右記のURLまたはQRコードをご利用ください。 
https://forms.gle/fFq3Pbgk3xng7NST7 

 

令和 4 年 

2 月 17 日（木）  
1４:00～16:００ 

 

会 場  東海市しあわせ村 調理実習室  

住所：東海市荒尾町西廻間 2番地の 1 

会場定員 1５名   

主 催  特定非営利活動法人 知多地域成年後見センター 

内 容  おしるこを食べて身寄り問題について話そう 

超高齢社会において親族がいない方、頼る者がいない方は増えて

きております。それに伴い、病院への入院や施設への入所・借家の借

用等の契約時に保証人が立てられないということが起きておりま

す。また、弔いの際にも参列する者がいないという寂しい現状があり

ます。 

今一度、身寄り問題についておしるこを食べながら、皆さんで語り

合いませんか。一緒に考えることできっと新たな方法が生まれるか

もしれません。 

参加費 100円   

 

お
し
る
こ
会 

～
身
寄
り
問
題
を
語
ろ
う
～ 

対象者 身寄りのいない方 身寄りに頼れない方 その他関心のある方   

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 4 年 

5 月 19 日（木）  

開演 14:00～16:０0 

内 容  「ちまき」を一緒に作り、食べて身寄り問題について話そう 

会 場   地域の縁側 グリーン・ラソ 

住所：知多郡東浦町緒川屋敷弐区 61-1 

対象者  身寄りのいない方 身寄りに頼れない方 その他関心のある方 

定 員  １５名    

参加費  100円 ※簡単な調理をしますので、手拭きタオル・(あれば)エプロンをお持ちください。 

参加申込  裏面参照 

主 催  特定非営利活動法人 知多地域権利擁護支援センター 

超高齢社会において親族がいない方、頼る者がいない方は増えて

きております。それに伴い、病院への入院や施設への入所・借家の借

用等の契約時に保証人が立てられないということが起きております。ま

た、弔いの際にも参列する者がいないという寂しい現状があります。 

前回はおしるこ会を開催しました。今回は端午の節句でよく食べら

れる「ちまき」をみなさんで一緒に作り、楽しみながら身寄り問題につ

いて皆さんで何ができるか語り合いたいと思います。一緒に考えること

で不安を和らげる新たな方法が生まれるかもしれません。 

 

ち
ま
き
会 

～
身
寄
り
問
題
を
語
ろ
う
～
パ
ー
ト
２ 

 

◆季節行事を交えて気軽に集まってもらう
◆おひとりさま当事者の不安や必要としていることを話合う場作り
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モデル事業実施に向けたキックオフイベント

【参加者】216名



くらしあんしんサポート事業

• 目的

親族がいない（あるいは疎遠になっている）等で、入退院時の対応・転居や

施設入所への対応・死後の身辺整理などに不安を抱えている人に対しての

支援体制整備をすることにより、誰もが安心して人生の最期を迎えることが

できるような地域にする。

・対象？？？

知多半島４市５町に居住する４０歳以上の方（上限を設けるか？）

＊想定している層

・身寄りのない人

・どの制度にもつながらないけれど、生活に不安がある

（入退院しがち、施設利用が必要など）おひとりさま

・知多地域権利擁護支援センターが運営する「互助会」に加入できる方



• 提供サービス

①見守り・安否確認サービス

既存のサービスを利用するか

定期訪問の方法

②入退院時等支援サービス

緊急連絡先になる

モデル事業

③死後事務請負サービス

専門家つなぐ伴走支援

他団体を参考に

• 利用料 入会金 月額利用料

• 預託金 保険







直営又は委託

地域連携ネットワークのイメージ

家庭裁判所

協議会

医療・福祉関係団体

市町村

弁護士会・司法書士会
・社会福祉士会等

民生委員・自治会等  
地域関係団体

地域包括支援  
センター

社会福祉協議会

都道府県

民間団体・ＮＰＯ等

金融機関

≪地域連携ネットワークの役割≫
➢ 権利擁護支援の必要な人の発見・支援
➢ 早期の段階からの相談・対応体制の整備
➢ 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支  
援体制の構築

≪地域連携ネットワークの機能≫
・広報機能、相談機能、利用促進機能、後見人支援機能、不正防止
効果

後見人等本人
（認知症高齢者）

後見人等

ケアマネジャー 相談支援専門員

障害福祉  
サービス  
事業者

医療機関

チーム

介護

サービス  
事業者

医療機関

本人
（障害者）

チーム

中核機関

・相談対応
・チームの支援
・協議会の開催
・家裁との連携
・後見人受任者調整等の支援 等

連携・支援

２





知多地域権利擁護支援センターが
支援をしていくうえで大切にしている事①

・本人が中心の支援 本人にとってどうかの基準

知多地域権利擁護支援センターは素人の集団。

センターの専門性とは、地域生活のプロ

私たちは何を支援すべきか？財産を守る？
人としての尊厳を護ること。

答えはない。本人と一緒に悩む、考える。
破たんとともに歩む。

見捨てない。支援は命ある限る続きます。



・成年後見制度を使ったからと言って生活が窮屈にならないように、
考える

地域の中に支援者を増やす、本人の応援団を増やす。

自分の正義を押し通すことを前面に出さない。
正義を通した時の本人の状況を考える。

私たちは管理者か指導者か？
いえいえ、そんな立場ではありません。

三人寄れば文殊の知恵と申します。
たくさんの人に相談しましょう。

知多地域権利擁護支援センターが
支援をしていくうえで大切にしている事②



（事例１） 

８３歳 女性 要介護１ 

持ち家で一人暮らし（ただ、家は古く、段差も多く、老朽化している） 

年金月１０万円 

夫が既に亡くなっており、独居。子はいない。身寄りとなる親族は他県の義理の弟。 

身体機能が低下しており、在宅生活に不安を感じ始めている。 

本年８月に熱中症で入院し、それを機に入所を検討。 

長谷川式は２７点。 

ヘルパーに対する物盗られ妄想が少しあるようである。 

入所を希望しているが、保証人がなく、入所契約や手続を代わりにしてくれる人がほしい。 

財産がどれぐらいあるか不明だが、それほど多くはない（１００万～２００万円くらい？） 

 

（検討課題） 

どのような支援が必要か？どのような支援が可能か？ 

 

 

（事例２） 

７５歳 男性 市営住宅に息子と２人暮らし。 

農村部に家土地があるようだが、利用する者はいない。 

心臓が悪く、家で倒れていたところを発見され、緊急入院。息子は何もしなかった。 

息子とは同居だが、ほとんど関りがなく、家計も別々で、会話も無く、お互いがお互いで

暮らしている。 

収入は年金月８万円。 

預貯金は多く、１０００万円以上あるようである。 

息子５０歳。言葉遣いが荒く、父親の支援者にも非協力的、反発する態度を示す。 

本人は、息子にある程度の愛情があるようで、息子との思い出の品は大切にしている。 

退院して、今は自宅で何とか生活している。 

他県に墓があるようであるが、そこには入りたくない。墓に入れずに散骨してほしい。 

本人は、また急に倒れる危険もあり、杖をついて歩行しており、現実、在宅生活は難しい

ところであるが、本人は自宅での生活を希望。 

やや現実検討能力に欠けるところがあり、自分の考えに固執し、他人の言うことを聞き入

れない傾向がある。 

 

（検討課題） 

在宅で本人をどのように支援するか？ 緊急の時や亡くなった後のことをどうするか？ 



おわりに 

 

成年後見制度利用促進法ができ、成年後見制度利用促進基本計画の 2期計画は半分

を過ぎました。中核機関で行うことは、成年後見制度のことばかりでないことが、か

なり広がってきたようです。身寄り問題、おひとりさまの課題が、権利擁護の分野で、

中核機関として考えなくてはいけないことになっていることが明らかになりました。      

研修のやり方としては、今年度は、完全オンラインの研修はありませんでした。北海

道では、地域が広すぎるためハイブリッドが必須のようです。また、受講対象者の時

間の関係で、多くの人に広めるには、後日配信も必要な対策と考えられます。 

これからも、丁寧に全国で人材育成の研修していくことによって、権利擁護支援の

視点から、誰もが自分らしく生きているける社会を築くことを目指します。 

 

２０２５（令和７）年 ６月 

 全国権利擁護支援ネットワーク事務局 

文責：今井 友乃 
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